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3.2 .4 海事産業に関する政府の方針、今後の計画等  
パラオにおいて海事産業の規模は小さく、移動の足として観光産業を支援している程

度である。従って、特に海事産業を振興するような政策や計画は存在しない。かつてパ

ラオ 2020 国家マスター開発計画（Palau  2020 National  Master  Deve lopment  

Plan）が 1996 年に 1 0 7、2009～2014 年の中期計画（Actions  for  Palau ’s  Future  

–  The  Medium Term Development  Strategy 2009-2014）が 2009 年に ADB の

支援で策定された。303 ページに及ぶ中期計画には海事産業に言及した計画は見られ

ない。中期計画では、環境、観光、養殖と漁業、農業と林業、インフラ、教育、保健、

ソーシャルサービスについてセクターごとの計画が立てられている。海運に関する記述

は観光の項に、「クルーズ船やプライベート船の寄港のためのインフラが欠如している」

ことが課題として挙がっているのみである。インフラの項で優先純度が高いプロジェク

トとして挙がっているのは廃水処理、水供給と水資源の保護、公共の建物の保全、廃棄

物削減、電気、空港で、海運は含まれない。また、この計画も 2014 年までのものだが、

どこまで達成できたかなどのレビュー文書は見当たらず、現地調査でのヒアリングでも、

更新した新たな計画はないとのことであった。パラオのインフラ産業商業省でのインタ

ビューでも、海事産業を振興するような政策や計画は存在しないとのことであった。  

 

  

                                                 
1 0 7  オンラインで内容を入手することはできない。  
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3.3 経済協力  
3 .3 .1 経済協力の現状  

パラオは 1994 年の独立時に発効した米国との 50 年間の自由連合盟約（通称コンパ

クト）により、米国から多額の援助を受けている。1994 年から 2009 年の 15 年間で、

インフラ投資、財政支出支援、およびコンパクト信託基金（ CTF ）の設立に 5 億

8,000 万ドルの資金援助を受けた。CTF は 7 ,000 万ドルの当初投資金額で設立された

基金で、これを元手にパラオ政府に 1999 年から 2009 年まで毎年 500 万ドル、2010

年から 2040 年まで毎年 1,500 万ドルを供与することになっていた。しかし、CTF 基

金が不足し、2010 年には CTF への 3,000 万ドルの上乗せ、さらに 1 億 2 ,200 万ドル

の助成金、これとは別にインフラ向けに 6,700 万ドルの助成金を供与する条約を締結

した。この条約は 2017 年 12 月にようやく米国下院で可決された。このコンパクト条

約により、パラオは引き続き、助成金と CTF 基金からの引き落としによる資金援助を

受けている。  

 

表 3-7 パラオの政府歳入と外国からの補助金額  
単位：100 万米ドル  

No .  項目  歳入額  

1  税金  61 ,024  

2  補助金総額  49 ,488  
 外国政府からの支援  49 ,220  
  外国政府からの補助金  30 ,080  
   コンパクト補助金*  13 ,147  
   連邦政府およびその他の米国補助金*  10 ,018  
   その他の政府の補助金  1 ,915  
   コンパクト基金引き落とし*  5 ,000  
  外国政府からの資本財援助  19 ,140  
   米国政府からの資本財援助*  7 ,055  
   その他の政府からの資本財援助  12 ,085  

3  その他の歳入  16 ,785  

政府歳入総額  127 ,297  

    

米国補助総額*  35 ,220  

政府歳入に占める割合  27 .7% 

出典：Palau  Stat i s t i ca l  Yearbook  2016  

 

一方、OECD のデータによると、パラオへの ODA 援助額が最も多いのは日本とな

っており、2015～2016 年の平均年間拠出額は 700 万米ドルとなっている。なお、

OECD のデータには米国のコンパクトによる支援は含まれていないものと思われる。

また、ODA の用途別内訳は図 3-12 のとおりで、社会インフラが全体の半分以上を占

めている。  

  

－ 86 －



 

91 
 

図 3-11 パラオへの ODA 供与額 2015/16 平均値上位 10 カ国・機関（単位：100 万米ドル）  

 
出典：OECD 

 

図 3-12 パラオへの分野別 ODA 拠出比率 2015/16 平均値（単位：％）  

 

出典：OECD 
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3.3 .2 日本の経済協力の現状  
日本は、米国に次ぐパラオへの主要援助国となっている。パラオ国際空港のターミナ

ル、日本・パラオ友好橋、パラオ国際サンゴ礁センター、コロール市内の基幹道路、島

間連絡道路など、日本は主要なインフラ整備に貢献している。島国の要となる港湾も、

北部のカヤンゲルから南部のペリリューまで多数整備した。  

また、電力供給に関しても継続的な支援を行ってきており、2011 年に完成したパラ

オ国際空港の太陽光発電設備の他、2012 年の発電所火災による大規模な電力危機に対

する緊急無償資金協力として 500KW の発電機 4 基を供与し、さらに 2014 年には長

期的な電力供給の安定のために焼失した発電所を再建し、5MW の大型発電機 2 基を供

与した。  

その他にも、2012 年と 2013 年にパラオを直撃した台風による被害に対する緊急物

資援助を行い、2012 年末からは海洋汚染を引き起こしている海中の不発弾を処理する

事業を実施している。  

現在、パラオに対する経済協力は、「環境・気候変動」と「脆弱性の克服」を重点分

野としている。環境・気候変動分野では、無償資金協力で 2000 年に完成した国際サン

ゴ礁センターを通じて、サンゴ礁保全や環境教育に関する技術支援や学術交流を行って

いる。廃棄物管理に関しては、コロール州政府が運営するリサイクル・センターに継続

的な支援をしている。脆弱性の克服の分野では、経済基盤の強化、保健医療サービスの

向上、教育支援の 3 つの支援を行っている。  

 

図 3-13 パラオへの日本の援助実績（OECD/DAC 報告基準）  

 

出典：外務省  

 

2012 年以降のパラオへの円借款・無償資金協力は表 3-8 のとおりで、2015 年度ま

での累積援助額は円借款はないが、無償資金協力が 225.29 億円となっている。  
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表 3-8 パラオへの援助実績  
年度  円借款  無償資金協力  

2012 年度  なし  
 
 
 

18 .31 億円

首都圏電力供給能力向上計画         ( 17 .29 )

日本 NGO 連携無償 ( 1 件 )              ( 0 .59 )

草の根・人間の安全保障無償 ( 5 件 )             ( 0 .43 )

2013 年度  なし  
 
 
 

1 .44 億円

日本 NGO 連携無償 ( 1 件 )              ( 0 .57 )

草の根・人間の安全保障無償 ( 8 件 )          ( 0 .87 )

  

2014 年度  なし  
 
 
 

1 .14 億円

日本 NGO 連携無償 ( 1 件 )              (0 .65 )

草の根・人間の安全保障無償 ( 5 件 )             ( 0 .49 )

  

2015 年度  
 
 
 

なし  
 
 
 

19 .86 億円

上水道改善計画                                ( 18 .43 )

日本 NGO 連携無償 ( 1 件 )                        ( 0 .90 )

草の根・人間の安全保障無償（5 件）        (0 .52 )

2015 年度  
までの累計  

なし  225 .29 億円

出典：外務省 ODA データブック 2016 年版 1 0 8  

 

一方、海事関係では、1995 年に JICA の水産無償資金協力として、漁船を供与した

のが最後であり、暫く船舶の供与の実績はない。JICA における船舶関連の無償供与の

実績は表 3-9 のとおりである。  

 

表 3-9 水産無償関係供与船舶  
年度  プロジェクト名  供与漁船隻数  

1981  小規模漁業振興計画  11 隻  

1992  小規模沿岸漁業開発計画  1 隻  

1993  ペリリュー州小規模漁業開発計画 1 隻  

1994  水産物流改善計画  不明  

1995  北部地域小規模漁業振興計画  4 隻  

出典：JICA パラオ支所  

  

                                                 
1 0 8  h t t p : / / w w w . m o f a . g o . j p / m o f a j / g a i k o / o d a / f i l e s / 0 0 0 2 4 7 5 0 8 . p d f # p a g e = 9 8  
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図 3-14 J ICA で供与した漁船の現状（判明分のみ、いずれも 1995 年供与）  

      

        IENGEL 号  

（Ol le i  po r t ,  Ngarche long  State にて）  

 

このほか、2010 年以降、日本財団が立て続けに巡視船艇等を供与しており、2018

年 2 月には最新の中型巡視船の引き渡しを終えたところであある。  

 

表 3-10 日本財団供与船舶  
年度  プロジェクト名  供与船舶  

2012  ミクロネシア 3 国の海上保安能力強化支援プロジェクト  巡視艇 1 隻  

2014  ミクロネシア 3 国の海上保安能力強化支援プロジェクト  
（フェーズ 2）  

巡視艇 1 隻  
高速救難艇 1 隻  

2014  パラオ共和国における日本丸代替船支援プロジェクト  小型貨客船 1 隻  

2016  ミクロネシア 3 国の海上保安体制強化支援プロジェクト  巡視艇 1 隻  

2017  ミクロネシア 3 国の海上保安体制強化支援プロジェクト  中型巡視船 1 隻  

 

図 3-15 日本財団供与巡視船艇  

  

      小型巡視艇 3 隻           40m 級中型巡視船  

写真提供：日本海難防止協会  

 

現在、日本の援助でパラオ国際空港の改修の調査を行っている。これは、日本の商社

とパラオ政府で空港ターミナルオペレーションの合弁会社を設立し、その合弁会社に

MESIKE 号  
（Urung  Dock ,  ngaraad  State にて）  

－ 90 －
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JICA が融資をして空港改修を行う PPP 方式を目指しているもので、これまでの無償

資金援助の形態とは異なる。2018 年から事業が開始できるよう、現在、準備を進めて

いるところである。その他には、廃棄物処理施設の設置についても調査を実施中である。  

その他、太平洋島嶼国全体を対象とした、指導者育成のための大学院留学支援のため

の制度（PACIFIC LEADS）が 2016 年～2018 年まで実施され、パラオからは初年

度 2 人、次年度からは 1 人ずつ派遣した。この制度を 2019～2021 年まで延長する案

もあるが、パラオはもともと人口が少ない中、職場から留学生を出すということはなか

なか厳しいのが現実である。  

  

－ 91 －
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3.3 .3 経済協力の可能性  
パラオは、国民 1 人当たりの収入が 1 万米ドルを超えており、国連及び世銀の分類

によると、ODA 卒業移行国 1 0 9に分類されている。また、近年、日本財団が立て続けに

巡視船艇等を供与するなど、ごく最近に支援が実施されていることから、船舶の無償供

与の実施は難しいかもしれないが、以下のような協力が考えられる。  

 

＜船舶関係＞  
  パラオ政府から要望が挙がっているコロール島とコロールから約 590 キロ南西に

位置するソンソール島、ハトホベイ島を結ぶ貨客船の供与。現在、こららの島々

には年間 4 回程度しか船舶が就航しておらず、大変不便である。但し、島内住民

数が少ない（数十人規模）反面、外洋を長時間航行する必要性が生じることから、

当該船舶の安全性確保には十分留意する必要がある。  

 

＜その他＞  
  マラカル港の拡張（コンテナ船はマラカル港のみに入港するが、コンテナ取扱い

スペースが不足しており、コンテナ船の入港が遅れることがあるため、拡張が必

要）  

  アンガウル港、ペリリュー港の航路標識の更新、整備  

  離島着桟設備の整備、更新  

  等  

 

                                                 
1 0 9  h t t p s : / / w w w . j i c a . g o . j p / a c t i v i t i e s / s c h e m e s / f i n a n c e _ c o / a b o u t / s t a n d a r d / c l a s s 2 0 1 4 . h t m l  
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